











































































































































































































































































































































































































































































































































































































号 176 頁、東京高判平成 13・１・12 判時 738 号 37 頁等参照）。


























































































































































































































（20）曽根威彦「交通犯罪に関する刑法改正の問題点」ジュリスト 1216 号（2002 年）




































（24）松宮孝明『刑法各論講義［第２版 ]』（成文堂・2008 年）47 頁。
（25）井田「危険運転致死傷罪の立法論的・解釈論的検討」（前掲注 (15)）33 頁。

























































（27）そうだとすると、前田雅英 WLJ 判例コラム 55 号（2015WLJCC016）（前掲
注（2））のように、アルコールや薬物の影響がなくともスマホ注視による前方不
注意運転行為への立法的対策が必要であるとはいえないことにもなろう。
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　また、「被告人がこれほどまでに異常な運転をしたのは、表面的
にはスマートフォンの操作に熱中したことによるものであるが、そ
れは、とりもなおさず、運転をする者の務めとして常に前方の安全
を確認しながら車を走行させなければならないという最も基本とな
る注意力や判断力をほぼゼロに等しいくらいに失っていたからにほ
かならない」とする第一審判決も、その前提として、「さきに見た
とおり、酒の影響による体調の変化を本人が自覚するほど被告人に
酔いが残っていたことを併せ考えると、このような単なる油断で
は説明の付かないような著しい注意力の減退や判断力の鈍麻は、
常識的に見て、まさにその酒の影響によるものとしか考えられな
い」（34）としているから、②のスキーマを強く主張するのみで、非
典型的ケースの存在可能性を十分に吟味したものとはいえないだろ
う。
　以上の点からすると本件判決は、いずれも実体法的に重要な飲酒
運転類型の危険運転行為と致死傷結果との間の因果関係について十
分な検討がなされていないものということができるのではなかろう
か。
おわりに
　　飲酒運転事件に対する社会的問題意識は高くなりつつあるし、
新たな対応が常に求められてきているし、その必要も主張されてい
る。そうした主張も対応の必要も理解できるが、そのために刑罰法
規やその適用を曖昧なものにしてはならないし、恣意性の入るもの
にしてはならないと考える。
　筆者には、そもそも自動車事故等について、短絡的な刑罰のみに
よる規制には限界があるのではないかと思えるし、事故をなくすた
めにはより教育的措置に力を注ぐことの方が効果的ではないかと思
（34）いずれも判決要旨４頁。
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われる。それでも刑罰的対応をすることには、一定の意義と効果が
あるとは思われる。そうした対応をすることで、当該行為が社会的
非難対象であり得るという点を示すということにはなりうるし、そ
うした対応の内容を強化するということにより（より重い罰に処せ
られるようにする）、社会にその重大性を示し、それに対する厳格
な対応をする姿勢を明らかにするということにもなるだろう。しか
し、そのために（重処罰を肯定するために）基本行為を故意行為と
しつつも、その基本犯的行為は処罰対象とせずに、そこから重大結
果を起こしたものだけを重く処罰するという規定形式が妥当である
かについては疑問を覚える。本稿で述べたように、本来処罰のため
に重視されなければならない、その間の因果関係について、危険運
転行為そのものの異常性・反規範性や結果そのものの重大性に引き
ずられ、処罰のために不十分な認定がなされてしまうということが
起こりうるからである。
　自動車運転活動の社会的有用性から、それに伴う危険は、ある意
味で許された危険として配慮しなければならないということは分か
るが、逆にこれだけ公共交通機関が一般化してきている現代の状況
からすれば、飲酒運転そのものに対する処罰を（刑罰インフレを避
けうる限度で）より厳罰化していくことによって、その社会的無価
値性・非難可能性を示すことの方が明確で効果的ではないだろう
か。
※なお、本稿は平成27年度札幌大学研究助成の成果の一部であ
る。
